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◆ 令和３年度会計別予算額一覧  
（単位：千円）

補正前の額
６月補正額
（通常分）

６月補正額
（追加分）

補正後の額

40,538,776 196,610 36,750 40,772,136

7,142,200 7,142,200

30,700 30,700

700 700

23,900 23,900

24,100 24,100

25,300 25,300

1,046,800 1,046,800

478,000 478,000

保険事業勘定 8,287,500 8,287,500

介護サービス事業勘定 23,700 23,700

176 176

2,189,600 2,189,600

19,272,676 19,272,676

4,366,100 60,054 4,426,154

6,077,700 △ 105,455 5,972,245

福知山市民病院 15,933,100 15,933,100

大江分院 844,300 844,300

計 16,777,400 16,777,400

27,221,200 △ 45,401 27,175,799

87,032,652 151,209 36,750 87,220,611合　　　　　　　　　計

小　　　　計

企
業
会
計

水道事業

下水道事業

病院事業

小　　　　計

後期高齢者医療事業

会　　　計　　　名

一　　般　　会　　計

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

国民健康保険事業

国民健康保険診療所費

と畜場費

宅地造成事業

休日急患診療所費

公設地方卸売市場事業

農業集落排水施設事業

福知山都市計画事業石原土地区画整理事業

介護保険事業

下夜久野地区財産区管理会
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◆ 令和３年度一般会計歳入予算額一覧  
（単位：千円）

款 補正前の額
第3号補正額

（通常分）
第4号補正額

（追加分）
補正後の額

01 市税 10,988,218 10,988,218

02 地方譲与税 459,000 459,000

03 利子割交付金 8,000 8,000

04 配当割交付金 61,000 61,000

05 株式等譲渡所得割交付金 60,000 60,000

06 地方消費税交付金 1,686,000 1,686,000

07 ゴルフ場利用税交付金 5,000 5,000

08 自動車取得税交付金 1 1

09 環境性能割交付金 56,000 56,000

10 法人事業税交付金 140,000 140,000

11 国有提供施設等所在市町村助成交付金 25,000 25,000

12 地方特例交付金 190,000 190,000

13 地方交付税 10,550,000 10,550,000

14 交通安全対策特別交付金 9,000 9,000

15 分担金及び負担金 181,454 181,454

16 使用料及び手数料 1,282,222 1,282,222

17 国庫支出金 5,809,361 79,619 36,750 5,925,730

18 府支出金 2,993,809 19,732 3,013,541

19 財産収入 352,936 352,936

20 寄附金 194,000 194,000

21 繰入金 1,526,061 77,727 1,603,788

22 諸収入 309,714 2,717 312,431

23 市債 3,652,000 3,652,000

24 繰越金 － 16,815 16,815

一般会計合計 40,538,776 196,610 36,750 40,772,136
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◆ 令和３年度一般会計歳出予算額一覧（目的別）  
（単位：千円）

款 補正前の額
第3号補正額

（通常分）
第4号補正額

（追加分）
補正後の額

01 議会費 288,137 288,137

02 総務費 4,520,988 83,727 4,604,715

03 民生費 14,220,243 77,650 36,750 14,334,643

04 衛生費 5,680,285 16,869 5,697,154

05 労働費 17,432 17,432

06 農林業費 1,883,164 15,147 1,898,311

07 商工費 838,310 838,310

08 土木費 2,989,642 500 2,990,142

09 消防費 1,452,813 2,717 1,455,530

10 教育費 3,310,147 3,310,147

11 公債費 5,287,615 5,287,615

12 予備費 50,000 50,000

一般会計　合計 40,538,776 196,610 36,750 40,772,136
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◆ 令和３年度一般会計歳出予算額一覧（性質別）  
（単位：千円）

補正前の額
第3号補正額

（通常分）
第4号補正額

（追加分）
補正後の額

7,213,269 1,283 7,214,552

うち
議員給与費

197,799 197,799

うち
職員給与費

5,927,816 1,283 5,929,099

4,990,790 63,647 150 5,054,587

235,351 235,351

8,419,841 8,419,841

6,008,670 128,463 36,600 6,173,733

3,801,970 2,717 3,804,687

う ち 人 件 費 293,338 293,338

3,801,970 2,717 3,804,687

補助事業費 1,409,569 1,409,569

単独事業費 2,392,401 2,717 2,395,118

－ －

5,287,615 5,287,615

604,445 604,445

2,700 500 3,200

3,924,125 3,924,125

50,000 50,000

40,538,776 196,610 36,750 40,772,136一般会計　合計

扶 助 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

普 通 建 設
事 業 費

災 害 復 旧
事 業 費

公 債 費

積 立 金

出 資 金 ・ 貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

維 持 補 修 費

区 分

人 件 費

物 件 費
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◆ 新型コロナウイルス感染症関連 緊急追加分 主要事項 

区 分 新型コロナウイルス感染症関連 （単位：千円） 

事業名 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金事業 新規 

補正予算額 左の財源内訳 補正前予算額 

36,750 

国 府 市債 その他 一般財源 － 

36,750     
補正後予算額 

36,750 
 
１ 事業の背景・目的 

新型コロナウイルス感染症が長期化する中で、既に総合支援資金の再貸付が

終了するなどにより、特例貸付を利用できない世帯が存在します。こうした世

帯に対して、就労による自立を図るため、また、それが困難な場合には円滑に

生活保護の受給へつなげるために、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立

支援金を支給します。 
 

２ 事業の内容 

（１）支給対象者   

総合支援資金の再貸付を終了した世帯又は、再貸付について不決定とされ

た世帯であって、（２）の支給要件をすべて満たす世帯（ただし、生活保護

世帯は除く） 

（２）支給要件 

  ア）収入要件：世帯の収入が①と②を合算した額以下であること 

①市町村民税均等割が非課税となる収入額の1/12 

②生活保護の住宅扶助基準額に基づく額 

  イ）資産要件：世帯の預貯金の合計額が上記①の6倍以下(ただし、100万円以下) 

  ウ）求職活動等要件：以下の①、②いずれかに該当する者 

①常用就職に向けて、誠実かつ熱心に以下の求職活動を行うこと 

     ・月1回以上、自立相談支援機関の面談等の支援を受ける 

     ・月2回以上、公共職業安定所で職業相談等を受ける 

     ・原則週1回以上、求人先へ応募を行う又は求人先の面接を受ける 

②生活保護を申請し当該申請に係る処分が行われていない状態にあること 

（３）支給額（月額） 単身世帯6万円、2人世帯8万円、3人以上世帯10万円 

（４）支給期間 7月以降の申請月から3か月（申請受付は8月末まで） 

（５）支給方法 申請者から指定された金融機関の口座へ振込 
 
３ 事業費の内訳 

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉総務費 

需用費 66千円 役務費 84千円 負担金補助及び交付金 36,600千円 
 

４ 主な特定財源  

(款) 国庫支出金 (項) 国庫補助金 (目) 民生費国庫補助金  

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（補助率10/10） 36,750千円 
 

担当課 福祉保健部社会福祉課 電話 直通 24-7094 内線 2108 
 


